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●東京 23 区の事業者数とストック戸数、平均中古坪単価との相関 

東京 23 区の宅建事業者数は 24,521 店と 

なり、その中で最も多いのが港区で 2,990

店となっている。港区でも特に赤坂、南青

山、六本木、新橋に事業者が数多く存在す

る。次いで新宿区（2,417 店）、渋谷区

（2,130 店）、千代田区（2,090 店）、中央区

（1,959 店）となる。東京 23区の事業者数

の上位 5区は都心区が独占している。一

方で、23 区内でストック戸数が最多の江東

区が事業者数では 18位となっており、スト

ック戸数最少の千代田区が事業者数で 4

位であることから、必ずしも「ストック戸数が

多い地域＝事業者数が多い地域」となって

いないことがわかる。 

●最大の激戦区は千代田区で 

競争倍率は 0.57 倍 

東京 23 区の平均競争倍率は 0.10 倍であ

る。東京 23区内で最も競争倍率が高かっ

たのは、千代田区の 0.57 倍で、区別の平

均坪単価との相関では、港区の 456.3 万

円、千代田区の 426.1 万円、渋谷区の

403.6 万円、中央区の 336.7 万円と上位 4

区はいずれも事業者数も多くなっている。

東京 23 区では、物件価格が高い都心部に

事業者が集中する傾向がある。都心部の

物件価格が高いため、1物件あたりの仲介

手数料も他の地域と比べ、高くなるため、

事業者が集中する傾向となる。 

東京カンテイ、「都市別の事業者数と事例数で見る中古マンションの“競争倍率”」を調査 

千代田区は物件が高額で手数料収入が総じて高いため競争倍率が高くなる傾向が表れる 

東京 23 区の事業者数、ストック戸数、人口、中古マンションの平均坪単価と競争倍率 
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●横浜市の事業者数とストック戸数、平均中古坪単価との相関

横浜市の宅建事業者数は 4,588 店 

となり、その中で最も多いのが中

区で 806 店となっている。2 位の西

区（488 店）と比べても、1.6 倍以上

の事業者があり、横浜市において

宅建事業者は中区への集中度が

高い。ストック戸数との相関を見る

と、横浜市でストック戸数 2 位の鶴

見区の事業者数は 255 店と 6 位

に留まるなど、東京 23 区と同様に

「ストック戸数が多い地域＝宅建事

業者数が多い地域」とはなってい

ない。 

各区の中古平均坪単価との相関

では、坪単価上位 5区は事業者数

の上位 5区と同じ区で占めてい

る。横浜市においても、物件価格

が高い地域に宅建事業者が集中

する傾向が顕著に窺える。 

●横浜市中心部およびストック戸数

が少ない西部で競争倍率が高く、南

部は低く 

横浜市平均の競争倍率は 0.07 倍で

ある。横浜市の区別の競争倍率を

見ると、瀬谷区が 0.15 倍で最も高

く、次いで中区の 0.14 倍、西区の

0.13 倍、泉区の 0.11 倍、神奈川区

の 0.09 倍と続いている。市東部の中

区、西区、神奈川区と市の西部の瀬

谷区、泉区において競争倍率が高

い。市内で競争倍率が最も低かった

のは磯子区の 0.03 倍であった。 

横浜市の競争倍率は市中心部の中

区、西区、神奈川区およびストック戸

数が少ない瀬谷区、泉区などの市の

西部で高くなり、市南部の磯子区、

栄区、金沢区で低くなる傾向にあ

る。 

横浜市の事業者数、ストック戸数、人口、中古マンションの平均坪単価と競争倍率 
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●川崎市の事業者数とストック戸数、平均中古坪単価との相関

川崎市の事業者数は 1,429 店で、最も多 

かった区は、武蔵小杉駅周辺でタワーマ 

ンションの開発が進む中原区で 306 店、

次いで川崎区 258 店と近年の再開発に

よって工場跡地からタワーマンションや

商業施設へ生まれ変わった地域で多い。

ストック戸数との相関を見ると、事業者数

最多の中原区が 36,429 戸とストック戸数

でも最多となっている。事業者数 2位の

川崎区はストック戸数でも 36,406 戸で中

原区に次いで 2 位である。また、事業者数 3位の高津区でも 29,913 戸と 4 位のストック戸数となっている。川崎市で

はマンションストック戸数が多い地域に事業者が集中していることがわかる。中古マンション平均坪単価との相関で

は、事業者数 1位の中原区が最も高く 243.1 万円、2 位は幸区で 202.9 万円、3 位は高津区 171.7 万円、4 位は川崎

区 165.9 万円と続いており、事業者数の上位 3区（中原区、川崎区、高津区）が平均坪単価でも上位を占めているこ

とから、川崎市においても価格が高い地域に事業者が集中して出店している傾向が確認できる。 

●川崎市は 0.05 倍と、他圏域を含めた

主要都市中で競争倍率は最も低い 

川崎市の平均競争倍率は 0.05 倍で、近

畿圏や中部圏を含めた主要都市の中で

は競争倍率は最も低くなった。川崎市で

最も競争倍率が高いのは多摩区の 0.08

倍で、中原区の競争倍率 0.06 倍は 3 位

となっている。事業者数 2位の川崎区は

競争倍率 0.06 倍と、中原区と僅差で 4

位に留まる。競争倍率が最も低いのは、

宮前区で競争倍率は 0.02 倍である。 

中古マンション平均坪単価との相関では

事業者数 1位の中原区が 243.1 万円で

最高額となっており、事業者数 5位の幸

区が 202.9 万円と 2 位で必ずしも価格が

高い地域に出店が多い状況ではない。 

川崎市の事業者数、ストック戸数、人口、中古マンションの平均坪単価と競争倍率 

●用語の定義 

「事業者数 」： 各行政区に登録されている宅地建物取引業者の数で 2017 年度末時点の数値。単位は「店」。大手仲介業者やフランチャイズ企業が一

つの行政区に複数の店舗を出店している場合は店舗数のカウントになる。 

「事例発生率」： 行政区ごとに実在する分譲マンションのストック戸数に対する売事例数（2018 年 1 年間の発生事例数）の割合。 

「競争倍率 」： 「事業者数÷事例件数」で算出。一つの事例に対して取り扱う機会可能性を事業者数で示した指数。数値が大きいほど競争が激しい。 

「 構 成 比 」： 各都市の事例件数および事業者数の行政区別のシェア（％）。 


